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開議 午前 ９時５９分

◎開議宣告

〇議長 東 英男君 おはようございます。ただいまから本日の会議を開きます。

議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 報告第１号 繰越明許費の繰越しについて

報告第２号 継続費の逓次繰越しについて

〇議長 東 英男君 日程第１、報告第１号 繰越明許費の繰越しについて、報告第２号

継続費の逓次繰越しについての２件を一括議題といたします。

提出者の説明を求めます。

総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 報告第１号 繰越明許費の繰越しについてご報告申

し上げます。

地方自治法第２１３条第１項の規定に基づき繰越明許費を繰り越しいたしましたので、

地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により報告をするものであります。

平成２２年度砂川市一般会計繰越明許費繰越計算書に基づき、ご説明をいたします。

２款総務費、１項総務管理費の地域活性化・きめ細かな事業４，６４８万８，０００円、

同じく地域活性化・住民生活に光をそそぐ事業６８５万円の２事業について、全額を国庫

支出金、一般財源合わせて翌年度に繰り越しするものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 報告第２号 継続費の逓次繰越しについて

ご説明申し上げます。

地方公営企業法施行令第１８条の２第１項の規定により継続費を繰り越ししたので、同

規定により報告するものであります。

平成２２年度砂川市病院事業会計継続費繰越計算書により、ご説明いたします。

１款資本的支出、１項建設改良費、事業名は改築事業で、継続費の総額は１４３億１，

８２４万９，０００円であります。平成２２年度予算計上額年割額は６２億８，９８４万

７，０００円であり、前年度逓次繰越額３億１，４９６万８，０００円を合わせた６６億

４８１万５，０００円が平成２２年度継続費予算現額であります。工事入札等により建設

費に執行残が生じ、支払い義務発生額が５７億５，５９８万２，０００円となったため、

残額の８億４，８８３万３，０００円を翌年度の平成２３年度へ逓次繰り越しするもので、

財源内訳といたしましては企業債で８億４，８８０万円、損益勘定留保資金で３万３，０

００円を予定するものであります。
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以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 これより報告第１号及び報告第２号の一括質疑に入ります。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで質疑を終わります。

以上で第１号及び第２号の報告を終わります。

◎日程第２ 議案第３号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の

一部を改正する条例の制定について

議案第４号 砂川市税条例の一部を改正する条例の制定について

議案第５号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例の制

定について

議案第１号 平成２３年度砂川市一般会計補正予算

議案第２号 平成２３年度砂川市病院事業会計補正予算

〇議長 東 英男君 日程第２、議案第３号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関す

る条例等の一部を改正する条例の制定について、議案第４号 砂川市税条例の一部を改正

する条例の制定について、議案第５号 砂川市中小企業等振興条例の一部を改正する条例

の制定について、議案第１号 平成２３年度砂川市一般会計補正予算、議案第２号 平成

２３年度砂川市病院事業会計補正予算の５件を一括議題といたします。

各議案に対する提案者の説明を求めます。

総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 私のほうから議案第３号、第４号についてご説明を

申し上げます。

議案第３号 砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由は、市長、副市長及び教育長の給料月額について、砂川市の厳しい財政状況

及び地域の経済事情等を考慮し、砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等の一

部を改正しようとするものであります。

改正内容につきましては、附属説明資料によりご説明申し上げますので、３ページの議

案第３号附属説明資料、砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例等新旧対照表を

お開きいただきたいと存じます。向かいまして左側が現行、右側が改正後となっており、

改正部分につきましてはアンダーラインを表示しております。

第１条は、砂川市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部改正で、附則に第１

９項を加えるもので、第３条第１項各号の規定にかかわらず、平成２３年７月１日から平

成２５年３月３１日までの間に限り、給料月額及び期末手当及び退職手当の計算の基礎と
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なる給料月額を市長は月額７４万３，０００円、副市長は月額６０万８，９００円に改正

するものであります。これは、特別職の給料月額の改正で、本則と比べ市長は７％、５万

６，０００円を削減、副市長は５％、３万２，１００円を削減するものであります。

第２条は、教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部改正で、附則に

第８項を加えるもので、第３条の規定にかかわらず、平成２３年７月１日から平成２５年

３月３１日までの間に限り、給料月額並びに期末手当及び退職手当の計算の基礎となる給

料月額を５４万４，１００円に改正するものであります。これは、教育長の給料月額の改

正で、本則と比べ３％、１万６，９００円を削減するものであります。

附則として、この条例は、平成２３年７月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議を賜りますようお願いを申し上げます。

続きまして、議案第４号 砂川市税条例の一部を改正する条例の制定についてご説明申

し上げます。

改正の理由は、国民健康保険税の課税限度額及び介護納付金課税額の税率を改正し、国

民健康保険財政の健全な運営を図るとともに、地方税法の一部改正等に伴い、本条例の一

部を改正しようとするものであります。

改正の主な内容は、附属説明資料に基づき説明をいたします。５ページをごらんくださ

い。なお、附属説明資料ナンバー１の表の構成につきましては、左から改正条項、改正項

目、改正の内容、適用年月日となっております。

第３６条の３第２項は、市民税の申告の定めであり、地方税法の改正に伴う条文整理で

あります。

第５４条第６項は、固定資産税納税義務者等の定めであり、地方自治法の改正に伴う条

文整理であります。

第１４３条第２項、第３項、第４項の改正は、国民健康保険税の課税額の定めで、医療

分であります基礎課税額の限度額について５０万円を５１万円に、後期高齢者支援金等課

税額の限度額について１３万円を１４万円に、介護納付金課税額の限度額について１０万

円を１２万円に改正するものであります。

第１４７条の３第１号の改正は、国民健康保険税、介護納付金の案分率の定めで、介護

納付金課税額の税率１００分の２．７を１００分の２．５に改正するものであります。課

税限度額については、地方税法施行令の改正により医療分が１万円、後期高齢者支援金分

が１万円、介護納付金が２万円引き上げられたため、国民健康保険税の納税義務者のうち、

介護保険分に該当する４０歳から６４歳の世帯の課税限度額が現行７３万円が７７万円と

なり、それ以外の世帯の限度額は現行６３万円が６５万円となります。この限度額を引き

上げない場合には、経営姿勢が評価される特別調整交付金の交付基準に限度額を国と同額

としていることが定められており、影響を及ぼすことになるため、それぞれ法令どおりに

引き上げるものといたします。この限度額の引き上げに伴う全体の増収分は、平成２３年
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度の見込みでは１８２世帯、２０２万４，０００円となります。この限度額の引き上げは、

中低所得者の負担の軽減とされていることから、国保基金残高見込みなどを考慮し、今回

は介護納付金分課税額の税率を０．２％引き下げることとし、この引き下げに伴う減少分

の影響については平成２３年度の見込みで１０７万３，０００円を試算しているところで

あります。

課税限度額、介護納付金分課税額、税率の改正による影響につきましては、附属説明資

料ナンバー２以降で説明をいたします。議案７ページ、附属説明資料ナンバー２をごらん

ください。これは、医療給付費分の課税額の比較表であります。表の中ほどに軽減額の欄

がございますが、このうち超過額の行の網かけをしているところが今回の改正となります。

一番右の合計欄で説明いたしますが、現行３３世帯、限度額５０万円が改正案では３２世

帯、限度額５１万円となります。限度額を超す世帯が１世帯減り、３２世帯になりますが、

差の１世帯は５０万円から５１万円の間の税額となる方であります。合計いたしますと、

限度額引き上げが影響する世帯は３３世帯、年税額で３２万３，０００円の増、収入見込

みで２９万９，０００円の増となります。

次に、８ページの附属説明資料ナンバー３には、後期高齢者支援金分についての課税額

の比較表であります。前の表と同様に、中ほどの軽減額の超過額の行の網かけをしている

ところが今回の改正となります。一番右の合計欄で説明をいたしますが、現行８１世帯、

限度額１３万円が改正案では６３世帯、限度額１４万円となります。これは、限度額を超

す世帯が１８世帯減り、６３世帯になりますが、差の１８世帯は１３万円から１４万円の

間の税額となる方であります。合計いたしますと、限度額引き上げが影響する世帯は８１

世帯、年税額で６８万２，０００円の増、収入見込みで６３万２，０００円の増となりま

す。

次に、９ページの附属説明資料ナンバー４には、介護納付金分についての課税額の比較

表であります。この表の改正による影響では、上段にあります所得割の欄と中ほどにあり

ます軽減額の超過額欄が今回の改正となります。所得割について一番右の合計欄で説明い

たしますが、現行税率２．７％が２．５％となり、所得割の税額ベースで１６３万４，０

００円の減となります。次に、軽減額の超過額ですが、中ほどの一番右の合計欄で説明い

たしますが、現行６８世帯、限度額１０万円が改正案では４１世帯、限度額１２万円とな

ります。これは、限度額を超す世帯が２７世帯減り、４１世帯になりますが、差の２７世

帯は１０万円から１２万円の間の税額となる方であります。限度額引き上げが影響する世

帯は６８世帯、年税額で税率の引き下げの影響もあり１６６万４，０００円の増と見込ん

でおりますが、介護納付金分の限度額引き上げによる増額の影響と税率引き下げによる減

少分を合わせた影響は、年税額で３万円の増、収入見込みは２万円の増と推計しておりま

す。

次に、１０ページの附属説明資料ナンバー５は、給与収入で２人世帯の場合で介護納付



－118－

金がない世帯の所得段階別比較表であります。表の一番上の欄に税率等の比較を記載して

おり、右側の欄にありますが、税率の見直しはなく、限度額のみ２万円の引き上げとなり

ます。この表にありますとおり、所得４００万以下の世帯の負担は変更がありません。備

考欄をごらんください。ここには限度額を引き上げることにより影響が生じる所得段階を

記載しております。支援分の限度額の引き上げの影響は、給与収入で５７４万８，０００

円を超える世帯から影響し、年収６１６万４，０００円を超えると１万円が増額となりま

す。また、医療分は、給与収入７４７万８，０００円を超える世帯から影響し、年収７６

０万９，０００円を超えると１万円が増額となります。

同様に、１１ページの附属説明資料ナンバー６には、給与収入で２人世帯の場合で介護

納付金がある世帯の所得段階別比較表を添付しております。表の一番上の欄に税率等の比

較を記載しております。今回の改正では、介護分の所得割で０．２％引き下げを行い、限

度額で４万円の引き上げとなります。この表にありますとおり所得４０万以上から減額と

なりますが、限度額の引き上げの影響から、所得４００万円以上の世帯からは増額となり

ます。備考欄をごらんください。限度額を引き上げることによる影響ですが、介護分の影

響は給与収入で５１４万４，０００円を超える世帯から影響し、年収６１４万４，０００

円を超えると２万円が増額となります。支援分と医療分の影響は、先ほどと同様でありま

す。

以上が国民健康保険税における限度額の引き上げ、介護納付金分の税率引き下げに関す

る影響の附属説明資料の説明であります。

次に、５ページに戻りまして、附属説明資料ナンバー１をごらんください。中ほどにあ

ります第１５６条第１項の改正から説明をいたします。第１５６条第１項は、既に特別徴

収対象被保険者であった者に係る仮徴収の定めで、地方税法の改正に伴う条文整理であり

ます。

第１５９条の改正は、国民健康保険税の減額の定めで、軽減後の課税限度額を基礎課税

額について５０万円を５１万円に、後期高齢者支援金等課税額について１３万円を１４万

円に、介護納付金課税額について１０万円を１２万円に改正するものであります。

第１６２条第１項の改正は、保険料の減免の定めで、減免措置の期限を廃止するもので、

当分の間期限を設けないで減免措置を継続するものであります。

次に、附則についてでありますが、附則第２０条の７は、東日本大震災に係る雑損控除

額等の特例の定めで、東日本大震災に係る雑損控除額等の特例を定めるもので、今回の東

日本大震災により損失を受けた者について、通常は損失を受けた年の所得が控除対象とな

りますが、納税義務者の選択によりさかのぼって前年の所得より控除できることとし、市

民税について今年度からの軽減措置を図ろうとするものであります。

附則第２０条の８は、東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例

の定めで、東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例を定めるもの
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で、東日本大震災により居住する住居がなくなった場合においても、従前控除対象だった

残期間について引き続き住宅借入金等特別税額控除が継続適用できることとするものであ

ります。

次に、３ページに戻っていただきたいと存じます。下段にあります附則についてであり

ます。

第１条は、この条例の施行期日を定めております。公布の日から施行するもので、ただ

し、第５４条の改正規定は地方自治法の一部を改正する法律の施行日から、附則に２条を

加える改正規定のうち附則第２０条の８の規定は平成２４年１月１日から施行するもので

あります。

第２条は、国民健康保険税に関する経過措置の定めで、この条例による改正に関する部

分は、平成２３年度課税分から適用するもので、平成２２年度分まではなお従前の例によ

るものであります。

以上が地方税法改正等による砂川市税条例の改正内容であります。よろしくご審議を賜

りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 経済部長。

〇経済部長 栗井久司君 （登壇） それでは、議案第５号 砂川市中小企業等振興条例

の一部を改正する条例の制定についてご説明申し上げます。

改正の理由につきましては、商店街店舗整備事業に対する助成対象をこれまでの小売業

に加え、飲食業及びサービス業に拡大し、商業地域等における店舗の新築等を促進するた

め、本条例の一部を改正しようとするものであります。

改正の内容につきましては、３ページの附属説明資料、砂川市中小企業等振興条例新旧

対照表でご説明申し上げます。表の左側が現行で、右側が改正後となっており、改正部分

につきましてはアンダーラインで表示しております。

第８条は、商店街店舗整備事業に対する助成であり、第１項第１号は現行、小売商業店

舗の新築等をしたときと規定していたものでありますが、改正後は小売商業店舗等の新築

等をしたときに改めるものであります。

附則としまして、この条例は、平成２３年７月１日から施行するものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 議案第１号 平成２３年度砂川市一般会計補正予算

についてご説明申し上げます。

今回の補正は、第１号であります。

第１条は、歳入歳出予算の補正でありますが、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

３億８，８５２万５，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１０８億９，１

５２万５，０００円とするものであります。
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第２条は、継続費でありますが、５ページ、第２表、継続費に記載のとおり、石山団地

建設工事９，７７０万円について、平成２３年度から２４年度までの２カ年間の継続事業

として、総額及び年割額を定めるものであります。

第３条は、地方債の変更でありますが、６ページ、第３表、地方債補正に記載のとおり、

公営住宅建設事業債から過疎対策事業債までについて２億５，７６０万円を追加し、補正

後の限度額を８億３，６２０万円とするものであります。

それでは、歳出からご説明をいたしますが、説明の欄の頭に付してある一つ丸は継続事

業であり、二重丸及びアンダーラインを付してあるものは臨時事業となります。

初めに、２２ページをお開きいただきたいと存じます。１款議会費、１項１目議会費で

一つ丸、議会の運営に要する経費７万円の補正は、議会談話室に設置されているテレビを

地上デジタル放送対応テレビに更新する経費であります。

次に、２４ページ、２款総務費、１項１目一般管理費で二重丸、ふるさと応援寄附金に

要する経費１５万４，０００円の補正は、ふるさと応援寄附金をされた市外在住の寄附者

に対し、金額に応じて特産品を贈呈するための経費及びＰＲ用のパンフレットを作成する

ための経費であります。

同じく、５目財産管理費で一つ丸、財産管理に要する経費２億３，６１４万円の減額は、

寄附金を事業目的に合わせ、社会福祉事業振興基金及びまちづくり事業基金に積み立てる

ほか、財政調整を行うため財政調整基金積立金の全額を減額するものであります。同じく、

一つ丸、庁舎の維持管理に要する経費８９２万円の補正のうち、修繕料２７万２，０００

円及びＰＣＢ廃棄処理等委託料２６９万６，０００円の補正は、現在使用している毒性が

強いＰＣＢを含む高圧コンデンサの更新に係る経費と、これにより取り外した高圧コンデ

ンサ１台に保管をしておりました３台を加え、室蘭市にあるＰＣＢ廃棄物処理施設に搬入

し、処理するための経費であり、地域ごとに搬入年度が決められ、本年度は空知地域が該

当するものであります。次に、トイレ改修工事費５８３万円の補正は、庁舎を訪れる人に

とって使いやすい施設とするため、２階、３階及び地下の和式トイレ男女各１基を洋式化

するとともに、１階の洋式トイレのドア部分を施錠ができるアコーディオンカーテンに改

修するものであります。次に、備品購入費１２万２，０００円の補正は、総務課及び当直

室のテレビを地上デジタル放送対応テレビに更新するなどの経費であります。

同じく、１２目電算管理費で一つ丸、電算管理に要する経費１，３４６万１，０００円

の補正は、住民基本台帳法の改正により外国人住民を住民基本台帳の適用対象とすること

とされたことから、住民基本台帳システムの改修を行うための経費であります。

同じく、１３目まちづくり推進費で二重丸、協働のまちづくりに要する経費３８万２，

０００円の補正は、新たにまちづくり協働課を設置し、協働のまちづくりに取り組むため、

懇談会等の実施に要する会場借り上げ料のほか、各種事務経費であります。

次に、２６ページ、同じく、３項１目戸籍住民基本台帳費で一つ丸、戸籍住民基本台帳
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に要する経費３３万９，０００円の補正は、平成７年から使用しております戸籍窓口用の

レジスターを更新するための経費であります。

次に、２８ページ、３款民生費、１項１目社会福祉総務費で二重丸、地域自立支援協議

会に要する経費５万９，０００円の補正は、障害者等が自立した日常生活、または社会生

活を営むことができる地域社会の構築を目的として、地域における障害福祉に関する関係

者による連携及び支援の体制に関する協議を行う地域自立支援協議会を本年度設置するこ

とから、これに係る委員報償及び事務経費であります。同じく、二重丸、障害福祉計画策

定に要する経費２７万８，０００円の補正は、障害福祉サービスの総量や確保の方策を定

めた障害福祉計画の平成２４年度から２６年度までの第３期計画を策定するための委員報

償及び事務経費であります。

同じく、２項１目児童福祉費で二重丸、ファミリーサポートセンター事業に要する経費

７１万８，０００円の補正は、就労環境の多様化などに伴う変動的、変則的な保育ニーズ

に対応するため、事前に会員登録の上、子供の送迎や預かりなど子育ての援助を受けたい

方に援助を行いたい方を紹介するなど、相互援助活動を行うファミリーサポートセンター

事業を子育て支援センターで実施するための臨時保育士賃金、会員の保険料及び運営に係

る事務経費で、道補助を受けて行うものであります。

次に、３０ページ、４款衛生費、１項２目予防費で一つ丸、生活習慣病予防に要する経

費２３６万９，０００円の補正は、働く世代の一定の年齢に達した方に大腸がん検診の無

料クーポン券を配付するとともに、検診手帳を交付することで受診の促進を図り、大腸が

んの早期発見と早期治療に結びつけるための検診委託料及び事務経費で、国庫補助を受け

て行うものであります。

次に、３２ページ、６款農林費、１項２目農業振興費で一つ丸、農業振興事業に要する

経費５８８万８，０００円の補正のうち、獣害防止柵整備事業補助金３４８万８，０００

円の補正は、シカなどによる農業被害を防ぐための電気牧さく設置に対し、農家負担の軽

減を図るため農家負担分の一部を補助するものであります。次に、農業生産法人育成支援

補助金２４０万円の補正は、農業従事者の減少、高齢化などによる耕作放棄地の発生を防

止するため、離農者等の農地や耕作放棄地を引き受け、農地の有効活用を図る農業生産法

人に対し、引き受けた農地の耕作に用いる農業用機械の取得に要する経費の一部について

補助を行うものであります。同じく、一つ丸、北吉野コミュニティセンターの管理に要す

る経費で修繕料２２万２，０００円の補正は、経年で傷みが激しくなってきた敷地内の外

灯を修理及び撤去するものであります。同じく、一つ丸、一の沢駐輪場の管理に要する経

費で修繕料３３万３，０００円の補正は、施設の長寿命化を図るため、駐輪場のトイレ及

びあずまやの屋根の塗装を行うものであります。同じく、二重丸、環境保全型農業直接支

払交付金事業に要する経費４０万９，０００円の補正は、地球温暖化防止や生物多様性保

全等に効果の高い営農活動に取り組む農業者に対し、農業分野の有する環境保全機能を発
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揮させるため、当該営農活動の実施に伴う追加的なコストを支援し、１０アール当たり４，

０００円を道補助を受け交付するもので、国からも同額が対象農業者へ直接交付される事

業であります。同じく、二重丸、農業者戸別所得補償制度推進事業に要する経費１３７万

３，０００円の補正は、本年度から本格実施されます農業者戸別所得補償制度を円滑に実

施するため、地域農業再生協議会を設置し、制度の普及推進、作付面積等の確認、耕作放

棄地の再生利用に向けた活動等を行うことから、同再生協議会の業務に係る事務費等を補

助するもので、全額道補助金により行うものであります。

同じく、２項１目林業振興費で一つ丸、林業振興対策に要する経費２万３，０００円の

補正は、林業の担い手を確保するため、事業主、市町村及び道が掛金の一部を負担し、就

労日数に応じて作業員へ奨励金を支給するもので、作業員１名に対する砂川市分の負担金

であります。同じく、一つ丸、公的分収林整備推進事業費７３万９，０００円の補正は、

砂川市森林整備事業計画に基づき、砂川市と分収林契約を締結した公的分収林を整備する

もので、５．３２ヘクタールの除間伐を行うための経費であります。同じく、二重丸、美

しい森林づくり基盤整備事業に要する経費１４２万４，０００円の補正は、砂川市特定間

伐等促進計画に基づき、整備のおくれた森林機能の回復等を図ることを目的に、森林所有

者が実施する宮城の沢地区の１３．４８ヘクタールを除間伐する事業について、事業費の

２分の１について国から交付金を受け、支援する経費であります。

次に、３４ページ、７款商工費、１項１目商工振興費で一つ丸、商工業振興対策に要す

る経費６５６万１，０００円の補正のうち、中小企業等振興補助金２５６万１，０００円

の補正は、砂川市中小企業等振興条例に基づき、商店街店舗整備事業として東２条北２丁

目の飲食店、東１条北２丁目の貴金属の買い取り店に対し、空き店舗店内改装費の３割の

助成及び空き店舗を賃貸借した小売商業店舗等の開店に対する賃借料の７割の助成を行い、

また株式会社ホリほか３社の従業員１６名分の中小企業大学校受講料の全額を人材の育成

事業として助成するものであります。次に、プレミアム商品券発行事業補助金２００万円

の補正は、商店街における消費活動を促し、地域経済の活性化を図るため、年末商戦に合

わせ、砂川商工会議所が実施する１セット１万円につき２，０００円のプレミアムをつけ、

１，５００セット発行するプレミアム商品券発行事業に対し、その経費の一部を補助する

ものであります。次に、商店会連合会商品券発行事業補助金２００万円の補正は、砂川商

店会連合会が主催する夏及び冬の大売り出し商戦に向け、商店会連合会加盟店で利用でき

る商品券に係る経費を補助し、プレミアム商品券発行事業との相乗効果による商店街の活

性化を図るものであります。

同じく、３目観光費で一つ丸、宣伝誘致活動に要する経費５２１万７，０００円の補正

のうち、観光パンフレット作成委託料７０万９，０００円の補正は、平成１７年度に作成

した観光パンフレットについて、交通アクセス情報を盛り込むなど全面改訂するための経

費であります。次に、歓迎塔改修及び歓迎看板解体工事２７７万３，０００円の補正は、
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空知太地区に設置されている歓迎塔の老朽化が進み、電光表示ができない状況になってい

ることから、電光掲示板のかわりにアルミ複合板製の看板を設置し、本体部分の塗装を行

うとともに、滝川市と奈井江町のそれぞれの境界に設置されている歓迎看板も老朽化が著

しいため、解体するものであります。次に、観光サイクリング用自転車購入費４７万６，

０００円及び自転車用車庫購入費１２３万２，０００円の補正は、オアシスパークの眺望

のよさを活用して、自然体験型観光としてサイクリングができる観光バスツアーの誘致な

どを図るため、サイクリング用自転車２０台及び自転車を保管する車庫の購入に要する経

費であり、その他の経費２万７，０００円の補正は自転車の修繕料であります。

次に、３６ページ、８款土木費、２項３目道路橋梁新設改良費で二重丸、道路橋梁新設

改良事業費２億７，０５４万円の補正は、道路改良舗装工事９路線、舗装工事４路線、交

通安全施設工事２路線、側溝工事３路線、排水流末工事１路線に係る工事費、委託料、補

償費に加え、来年度以降に工事を行う１０路線の委託料であります。また、街路灯設置工

事として、車両通行の安全を確保するため交差点などにＬＥＤの街路灯５灯を設置するも

のであります。

次に、３８ページ、３項１目河川費で二重丸、護岸改修事業費１，５６０万円の補正は、

被害を未然に防ぐため、経年により決壊した護岸の復旧工事及び陥没した河川の横断管の

布設がえを行うものであります。

次に、４０ページ、５項１目市営住宅管理費で一つ丸、市営住宅の管理に要する経費７，

３１３万円の補正のうち、公営住宅等長寿命化計画策定委託料３３５万円の補正は、平成

２１年度に屋根、外壁等の改善などの段階的な計画として策定した公営住宅等長寿命化計

画と策定後５年を経過した公営住宅の全体的な目標管理戸数や建てかえ計画である公営住

宅ストック総合活用計画の見直しを行い、新たに平成２４年度から１０年間を計画期間と

する公営住宅等長寿命化計画の策定に係る経費であります。次に、工事請負費６，９７８

万円の補正は、公営住宅等長寿命化計画に基づき、段差解消、手すりの設置など福祉対応

型として北光団地高齢改善工事３棟１８戸、長寿命型として東町団地屋根、外壁改善工事

１棟４０戸、居住性向上型として東町団地灯油集中配管工事１棟４０戸について国の交付

金を活用して行うほか、団地環境の整備として東町団地の遊具設置工事を行うものであり

ます。また、道営三砂団地において各種メーターの法定更新を行うとともに、凍結による

転倒事故などの防止を図るため、自転車置き場の屋根改修工事を行うものであります。同

じく、一つ丸、改良住宅の管理に要する経費１億４８０万円の補正は、公営住宅等長寿命

化計画に基づき、宮川中央団地において３棟７２戸の排水管改修及び３棟６０戸の屋根、

外壁改善工事を行うものであります。

同じく、３目市営住宅建設費で二重丸、南吉野団地建設事業費３，２８４万円及び二重

丸、石山団地建設事業費３，４９８万円の補正は、公営住宅ストック総合活用計画に基づ

く南吉野団地４２戸の老朽住宅の除去及び８０メートルの道路整備工事費並びに石山団地
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の現地建てかえに伴う、平成２３年度から２４年度の継続事業分１棟６戸の建設及び１６

戸の老朽住宅の除却工事費であります。

次に、４２ページ、９款消防費、１項１目消防費で一つ丸、砂川地区広域消防組合負担

金１，０２３万４，０００円の補正は、砂川消防署に配置している資機材運搬車及び防火

号が老朽化していることから、おのおのの特徴を兼ね備えた多目的車１台を国の交付金を

受け購入するための負担金であります。また、火災発生時の水利を確保するため、計画的

な消火栓の設置を行うほか、水難救助用のボート、救急活動における感染防止対策用のオ

ゾン除菌システムの購入及び東日本大震災における支援活動のための緊急消防援助隊の派

遣に要する経費に対する負担金であります。

次に、４４ページ、１０款教育費、２項１目小学校管理費で一つ丸、学校の管理に要す

る経費１，０９４万８，０００円の補正のうち、修繕料２５６万５，０００円の補正は、

豊沼、中央、北光、空知太小学校体育館の遠赤外線放射暖房機を部品交換により延命化を

図るものであり、清掃等委託料１１６万６，０００円の補正は、清潔な教育環境の整備の

ため、カーペットを敷設している教室等の清掃を行うほか、児童のけが防止と床の延命化

などを図るため、北光小学校の床にワックスを塗布するものであります。次に、工事請負

費６２４万円の補正は、昨年度各小学校の遊具の安全点検により修繕できないものなどを

撤去したことから、必要な遊具が設置されていない砂川、空知太、北光小学校に滑り台、

ブランコ等をまちづくり事業基金を活用して設置するものであります。次に、備品購入費

９７万７，０００円の補正は、設置年度が古いＦＦ石油暖房機が、部品の確保ができず修

繕対応もできないことから、砂川、空知太小学校の一部について購入するものであります。

同じく、３項１目中学校管理費で一つ丸、学校の管理に要する経費１，１８８万１，０

００円の補正のうち、修繕料２２４万２，０００円の補正は、中学校体育館の遠赤外線放

射暖房機を部品交換により延命化を図るほか、砂川中学校体育館のバスケットボールライ

ンを国際競技規則の変更に対応するためのものであり、清掃等委託料６万円の補正は、清

潔な教育環境の整備のため、カーペットを敷設している教室の清掃を行うものであります。

次に、備品購入費９５７万９，０００円の補正は、中学校の机、いすが経年劣化により傷

みが激しい状況であり、またＪＩＳ規格の変更により寸法等が変更されていることから、

まちづくり事業基金を活用して普通教室の机、いすの更新を行うほか、設置年度が古いＦ

Ｆ石油暖房機が、部品の確保ができず修繕対応もできないことから、石山中学校の一部に

ついて購入するものであります。

同じく、４項２目公民館費で一つ丸、公民館の管理に要する経費４３３万３，０００円

の補正のうち、耐震診断委託料３３９万４，０００円の補正は、災害時の避難施設に指定

されている公民館が昭和５６年に施行された建築基準法に基づく新耐震基準以前の建物で

あることから、国庫補助を受け耐震診断を行うものであります。次に、備品購入費９３万

９，０００円の補正は、大会議室のカーテン及び研修室等のブラインドが経年により傷ん
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できたことから、更新を行うものであります。

同じく、３目図書館費で二重丸、子ども読書活動推進事業に要する経費１８万１，００

０円の補正は、子ども読書活動推進計画に基づき、子供の読書活動に携わる人材の養成に

取り組むための講師に対する謝礼及び乳幼児期から読書環境を整えるため、ブックスター

ト事業として６カ月の乳児健診時に１組１組に読み聞かせのアドバイスなどを行い、絵本

とバッグを贈呈するための経費であります。

次に、４６ページ、５項２目体育施設費で一つ丸、総合体育館の管理に要する経費２８

０万６，０００円及び一つ丸、海洋センターの管理に要する経費１６１万５，０００円の

補正は、公民館と同様に避難施設に指定され、新耐震基準以前の建物でありますので、国

庫補助を受けて耐震診断を行うものであります。

同じく、６項１目給食センター費で一つ丸、学校給食の実施に要する経費１８３万８，

０００円の補正のうち、修繕料１３０万円の補正は、購入から１２年を経過した食器洗浄

機に洗浄力の低下が見受けられることから、老朽備品の交換を行うものであり、備品購入

費５３万８，０００円の補正は、アルミ製の食器箱の腐食、破損が多く発生してきたこと

から、プラスチック製に更新する経費で、安全で安心な給食の提供に努めるものでありま

す。

以上が歳出でありまして、歳入につきましては７ページ、総括でご説明申し上げます。

１２款分担金及び負担金６，０００円の補正は、ファミリーサポートセンター事業に係る

児童傷害保険の本人負担金であります。

１４款国庫支出金１億１，０５２万６，０００円の補正は、消防の多目的車整備事業、

公営住宅の建設、改善事業等、公民館等の耐震診断事業に係る社会資本整備総合交付金及

び大腸がん検診推進事業などに係る補助金であります。

１５款道支出金２４８万４，０００円の補正は、ファミリーサポートセンター事業、農

業者戸別所得補償制度推進事業などに係る補助金であります。

１７款寄附金３６０万円の補正は、１７ページに記載の寄附金によるものであります。

１８款繰入金１，４３０万９，０００円の補正は、まちづくり事業基金繰入金のほか、

財政調整基金からの繰り入れで財源調整をするものであります。

２１款市債２億５，７６０万円の補正は、公営住宅建設事業債、公共事業等債、道路整

備事業債であります。

以上が歳入であります。

なお、４８ページ以降に継続費に関する調書、地方債に関する調書を添付しております

ので、ご高覧いただき、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。

〇議長 東 英男君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 議案第２号 平成２３年度砂川市病院事業

会計補正予算についてご説明申し上げます。
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１ページをごらんください。初めに、第１条は、今回の補正予算を第１号とするもので

あります。

第２条は、予算第４条に定めた資本的支出の予定額を補正するもので、本文括弧書き中

「不足する額４億５，８０３万９，０００円は、過年度分損益勘定留保資金４億５，８０

３万９，０００円」を「不足する額４億８，０５３万９，０００円は、過年度分損益勘定

留保資金４億８，０５３万９，０００円」に改めるものであります。これは、資本的支出

で２，２５０万円増額し、支出の総額を３１億７，６９４万６，０００円とするものであ

ります。

２ページをごらんいただきたいと存じます。資本的支出２，２５０万円の増額は、１項

建設改良費、１目改築事業費、１節建設費で立体駐車場実施設計費を２，２５０万円補正

するもので、これは病院改築事業における立体駐車場の見直しを図っていく上で必要とな

る実施設計委託料であります。見直しを図っていく理由でありますが、新本館建設工事の

着手後において駐車場の不足が生じていないか確認するため、市立病院及び市役所駐車場

における病院利用者と病院職員の駐車台数を継続的に調査を行い、さらに新病院開院後に

おいても継続して病院利用者の駐車利用等を調査した結果、計画駐車台数と比較してかな

り余裕があったところであります。このことから、より実数に近い台数をもって見直しを

図っていくこととしたところであります。

８ページをごらんいただきたいと存じます。こちらの附属説明資料につきましてご説明

申し上げます。向かって左側の変更前につきましては、平成１８年度の基本設計をもとに

して平成１９年度に取りまとめを完了した実施設計で、立体駐車場台数６１１台、立体駐

車場に隣接する平面駐車場台数２３台を新病院の配置図をもってお示ししたものでありま

す。これを向かって右側の変更後でお示ししたとおり立体駐車場台数を４１０台程度とし、

立体駐車場に隣接する平面駐車場台数を７０台程度に拡大し、見直しを図っていくもので

あります。

４ページから７ページについては関連資料でありますので、ご高覧いただきまして、よ

ろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。

〇議長 東 英男君 以上で各議案の提案説明を終わります。

◎休会の件について

〇議長 東 英男君 お諮りします。

６月２３日は、議案調査等のため本会議を休会したいと思います。このことにご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、６月２３日は休会することに決定いたしました。
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◎散会宣告

〇議長 東 英男君 以上で本日の日程はすべて終了いたしました。

本日はこれで散会いたします。

散会 午前１０時５８分


